
 

議案第９２号 

   さいたま市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認定

こども園の認定の要件を定める条例及びさいたま市幼保連携型認定こども園の

設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 さいたま市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こど

も園の認定の要件を定める条例及びさいたま市幼保連携型認定こども園の設備及び運

営の基準に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和５年２月７日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

   さいたま市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認定

こども園の認定の要件を定める条例及びさいたま市幼保連携型認定こども園の

設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例 

 （さいたま市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こ

ども園の認定の要件を定める条例の一部改正） 

第１条 さいたま市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認

定こども園の認定の要件を定める条例（平成３０年さいたま市条例第２４号）の一

部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （自動車を運行する場合の所在の確認）  
第１３条の２ 認定こども園は、園児の通園、園外

における学習のための移動その他の園児の移動の

ために自動車を運行するときは、園児の乗車及び

降車の際に、点呼その他の園児の所在を確実に把

握することができる方法により、園児の所在を確

認しなければならない。 

 

２ 認定こども園は、通園を目的とした自動車（運

転者席及びこれと並列の座席並びにこれらより一

 



 

つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有

しないものその他利用の態様を勘案してこれと同

程度に園児の見落としのおそれが少ないと認めら

れるものを除く。）を運行するときは、当該自動

車にブザーその他の車内の園児の見落としを防止

する装置を備え、これを用いて前項に定める所在

の確認（園児の自動車からの降車の際に限る。）

を行わなければならない。 
  
 （さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準

に関する条例の準用） 
 （さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準

に関する条例の準用） 
第２０条 さいたま市児童福祉施設の設備及び運営

の基準に関する条例第４条、第５条第１項、第２

項及び第４項、第６条、第１０条から第１２条ま

で、第１４条（第４項ただし書を除く。）、第１

９条、第２０条第１項及び第３項、第４４条第７

号並びに第４８条の規定は、認定こども園につい

て準用する。この場合において、次の表の左欄に 
 掲げる同条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、

 それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるも

のとする。 

第２０条 さいたま市児童福祉施設の設備及び運営

の基準に関する条例第４条、第５条第１項、第２

項及び第４項、第６条、第１０条、第１１条、第

１４条（第４項ただし書を除く。）、第１９条、

第２０条第１項及び第３項、第４４条第７号並び

に第４８条の規定は、認定こども園について準用

する。この場合において、次の表の左欄に掲げる

同条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものと

する。 
 ［略］ 
第１１条  ［略］ 
第１２条

第１項 
利用者に対する

支援の提供 

園児の教育及び

保育（満３歳未

満の園児につい 
ては、その保育。

以下同じ。） 

及び 並びに 
 ［略］ 
第２０条

第１項 
 ［略］ 教育及び保育並

びに子育ての支

援 
 
 
 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
第１１条  ［略］ 

 ［略］ 
第２０条

第１項 
 ［略］ 教育及び保育（

満３歳未満の園

児については、

その保育。以下

同じ。）並びに

子育ての支援 
 ［略］ 

 

２ さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準

に関する条例第９条の規定は、認定こども園の職 
 員及び設備について準用する。この場合において、

 同条の見出し中「他の社会福祉施設を併せて設置

する」とあるのは職員については「他の学校又は

社会福祉施設の職員を兼ねる」と、設備について

は「他の学校、社会福祉施設等の設備を兼ねる」

と、「設備及び職員」とあるのは職員については

「職員」と、設備については「設備」と、同条第

１項中「他の社会福祉施設を併せて設置するとき

は、必要に応じ」とあるのは「その運営上必要と

認められる場合は」と、「設備及び職員」とある

２ さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準

に関する条例第９条の規定は、認定こども園の職 
 員及び設備について準用する。この場合において、

 同条の見出し中「他の社会福祉施設を併せて設置

する」とあるのは職員については「他の学校又は

社会福祉施設の職員を兼ねる」と、設備について

は「他の学校、社会福祉施設等の設備を兼ねる」

と、「設備及び職員」とあるのは職員については

「職員」と、設備については「設備」と、同条中

「他の社会福祉施設を併せて設置するときは、必

要に応じ」とあるのは「その運営上必要と認めら

れる場合は」と、「設備及び職員」とあるのは職



 

のは職員については「職員」と、設備については

「設備」と、「併せて設置する社会福祉施設」と

あるのは職員については「他の学校又は社会福祉

施設」と、設備については「他の学校、社会福祉

施設等」と、同条第２項中「入所者の居室及び各

施設に特有の設備並びに入所者の保護に直接従事

する職員」とあるのは職員については「園児の保

育に直接従事する職員」と、設備については「乳

児室、ほふく室、保育室及び遊戯室」と、「保育

所の設備及び職員については、」とあるのは職員

については「他の社会福祉施設の職員に兼ねる場

合であって、」と、設備については「他の社会福

祉施設の設備に兼ねる場合であって、」と読み替

えるものとする。 

員については「職員」と、設備については「設備

」と、「併せて設置する社会福祉施設」とあるの

は職員については「他の学校又は社会福祉施設」

と、設備については「他の学校、社会福祉施設等

」と、「入所者の居室及び各施設に特有の設備並

びに入所者の保護に直接従事する職員」とあるの

は職員については「園児の保育に直接従事する職

員」と、設備については「乳児室、ほふく室、保

育室及び遊戯室」と読み替えるものとする。 

  
   附 則    附 則 
１～３ ［略］ １～３ ［略］ 
４ 第４条第１項及び第４項（ただし書の規定を適

用する場合を除く。）の規定により置かなければ

ならない保育士の資格を有する者については、当

分の間、幼稚園教諭の普通免許状又は小学校教諭

若しくは養護教諭の普通免許状を有する者（現に

当該施設において主幹養護教諭及び養護教諭とし

て従事している者を除く。次項及び附則第８項に

おいて同じ。）をもって代えることができる。 

４ 第４条第１項及び第４項（ただし書の規定を適

用する場合を除く。）の規定により置かなければ

ならない保育士の資格を有する者については、当

分の間、幼稚園教諭の普通免許状又は小学校教諭

若しくは養護教諭の普通免許状を有する者（現に

当該施設において主幹養護教諭及び養護教諭とし

て従事している者を除く。次項及び附則第７項に

おいて同じ。）をもって代えることができる。 
５・６ ［略］ ５・６ ［略］ 
７ 第４条第１項の規定により置かなければならな 
 い保育士の資格を有する者については、当分の間、

 １人に限って、当該認定こども園に勤務する保健

師、看護師又は准看護師（以下「看護師等」とい

う。）をもって代えることができる。ただし、満

１歳未満の園児の数が４人未満である認定こども

園については、子育てに関する知識と経験を有す

る看護師等を配置し、かつ、当該看護師等が保育

を行うに当たって当該認定こども園の保育士の資

格を有する者による支援を受けることができる体

制を確保しなければならない。 

 

８ 次の表の左欄に掲げる規定により同表の中欄に

掲げる者について同表の右欄に掲げる者をもって

代える場合においては、同表の右欄に掲げる者の

総数は、第３条第１項の規定により認定こども園

に置くものとされる職員の数の３分の１を超えて

はならない。 
 ［略］ 
附則第６

項 
 ［略］ 

附則第７

項 
第４条第１項の

規定により置か

なければならな 

看護師等 

７ 次の表の左欄に掲げる規定により同表の中欄に

掲げる者について同表の右欄に掲げる者をもって

代える場合においては、同表の右欄に掲げる者の

総数は、第３条第１項の規定により認定こども園

に置くものとされる職員の数の３分の１を超えて

はならない。 
 ［略］ 
附則第６

項 
 ［略］ 

 



 

 い保育士の資格

を有する者 
 

 

  

 （さいたま市幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準に関する条例の一部改

正） 

第２条 さいたま市幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準に関する条例（平

成２６年さいたま市条例第５１号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準

に関する条例の準用） 
 （さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準

に関する条例の準用） 
第１５条 さいたま市児童福祉施設の設備及び運営

の基準に関する条例第４条、第５条第１項、第２

項及び第４項、第６条、第８条、第１０条、第１

１条、第１４条（第４項ただし書を除く。）、第

１９条、第２０条第１項、第３項及び第４項、第

４４条第７号並びに第４８条の規定は、幼保連携

型認定こども園について準用する。この場合にお

いて、次の表の左欄に掲げる同条例の規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句に読み替えるものとする。 

第１５条 さいたま市児童福祉施設の設備及び運営

の基準に関する条例第４条、第５条第１項、第２

項及び第４項、第６条、第８条、第１０条から第

１２条まで、第１４条（第４項ただし書を除く。

）、第１９条、第２０条第１項、第３項及び第４

項、第４４条第７号並びに第４８条の規定は、幼

保連携型認定こども園について準用する。この場

合において、次の表の左欄に掲げる同条例の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 
 ［略］ 
第１１条  ［略］ 

 

 ［略］ 

 ［略］ 
第１１条  ［略］ 
第１２条 児童福祉施設の

長 
法第１４条第

１項に規定す

る園長（以下

「園長」とい

う。） 
 入所中の児童に

対し法第４７条

第１項本文の規

定により親権を

行う場合であっ

て懲戒するとき

又は同条第３項 

児童福祉法第

４７条第３項 

当該児童 園児 
 ［略］ 



 

第４８条  ［略］ 法第１４条第 
  １項に規定す

る園長 
  ［略］ 

 

第４８条  ［略］ 園長 
  

 
 

  ［略］ 
 

２ ［略］ ２ ［略］ 
  

第３条 さいたま市幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準に関する条例の一

部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準

に関する条例の準用） 
 （さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準

に関する条例の準用） 
第１５条 さいたま市児童福祉施設の設備及び運営

の基準に関する条例第４条、第５条第１項、第２

項及び第４項、第６条、第８条、第１０条から第

１２条まで、第１４条（第４項ただし書を除く。

）、第１９条、第２０条第１項、第３項及び第４

項、第４４条第７号並びに第４８条の規定は、幼

保連携型認定こども園について準用する。この場

合において、次の表の左欄に掲げる同条例の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第１５条 さいたま市児童福祉施設の設備及び運営

の基準に関する条例第４条、第５条第１項、第２

項及び第４項、第６条、第８条、第１０条、第１

１条、第１４条（第４項ただし書を除く。）、第

１９条、第２０条第１項、第３項及び第４項、第

４４条第７号並びに第４８条の規定は、幼保連携

型認定こども園について準用する。この場合にお

いて、次の表の左欄に掲げる同条例の規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句に読み替えるものとする。 
 ［略］ 
第１１条  ［略］ 
第１２条

第１項 
利用者に対する

支援の提供 
園児の教育及

び保育（満３

歳未満の園児

については、

その保育。以

下同じ。） 
及び 並びに 

 ［略］ 
第２０条

第１項 
 ［略］ 教育及び保育

並びに子育て

の支援 
 
 
 

 ［略］ 
第１１条  ［略］ 

 

 ［略］ 
第２０条

第１項 
 ［略］ 教育及び保育

（満３歳未満

の園児につい

ては、その保 
育。以下同じ。 
）並びに子育 



 

   
 ［略］ 

 

  ての支援 
 ［略］ 

 

２ さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準

に関する条例第９条の規定は、幼保連携型認定こ

ども園の職員及び設備について準用する。この場

合において、同条の見出し中「他の社会福祉施設

を併せて設置する」とあるのは職員については「

他の学校又は社会福祉施設の職員を兼ねる」と、

設備については「他の学校、社会福祉施設等の設

備を兼ねる」と、「設備及び職員」とあるのは職

員については「職員」と、設備については「設備

」と、同条第１項中「他の社会福祉施設を併せて

設置するときは、必要に応じ」とあるのは「その

運営上必要と認められる場合は、」と、「設備及

び職員」とあるのは職員については「職員」と、

設備については「設備」と、「併せて設置する社

会福祉施設」とあるのは職員については「他の学

校又は社会福祉施設」と、設備については「他の

学校、社会福祉施設等」と、同条第２項中「入所

者の居室及び各施設に特有の設備並びに入所者の

保護に直接従事する職員」とあるのは職員につい

ては「就学前の子どもに関する教育、保育等の総

合的な提供の推進に関する法律第１４条第６項に

規定する園児の保育に直接従事する職員」と、設

備については「乳児室、ほふく室、保育室、遊戯

室又は便所」と、「保育所の設備及び職員につい

ては、」とあるのは職員については「他の社会福

祉施設の職員に兼ねる場合であって、」と、設備

については「他の社会福祉施設の設備に兼ねる場

合であって、」と読み替えるものとする。 

２ さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準

に関する条例第９条の規定は、幼保連携型認定こ

ども園の職員及び設備について準用する。この場

合において、同条の見出し中「他の社会福祉施設

を併せて設置する」とあるのは職員については「

他の学校又は社会福祉施設の職員を兼ねる」と、

設備については「他の学校、社会福祉施設等の設

備を兼ねる」と、「設備及び職員」とあるのは職

員については「職員」と、設備については「設備

」と、同条中「他の社会福祉施設を併せて設置す

るときは、必要に応じ」とあるのは「その運営上

必要と認められる場合は、」と、「設備及び職員

」とあるのは職員については「職員」と、設備に

ついては「設備」と、「併せて設置する社会福祉

施設」とあるのは職員については「他の学校又は

社会福祉施設」と、設備については「他の学校、

社会福祉施設等」と、「入所者の居室及び各施設

に特有の設備並びに入所者の保護に直接従事する

職員」とあるのは職員については「就学前の子ど

もに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律第１４条第６項に規定する園児の保育

に直接従事する職員」と、設備については「乳児

室、ほふく室、保育室、遊戯室又は便所」と読み

替えるものとする。 

  
   附 則    附 則 
１～１０ ［略］ １～１０ ［略］ 
１１ 第５条第３項の表備考第１項に規定する者に

ついては、当分の間、１人に限って、当該幼保連

携型認定こども園に勤務する保健師、看護師又は

准看護師（以下「看護師等」という。）をもって

代えることができる。ただし、満１歳未満の園児

の数が４人未満である幼保連携型認定こども園に

ついては、子育てに関する知識と経験を有する看

護師等を配置し、かつ、当該看護師等が保育を行

うに当たって第５条第３項の表備考第１項に定め

る者による支援を受けることができる体制を確保

しなければならない。 

 

１２ 前項の場合において、当該看護師等は補助者

として従事するときを除き、教育課程に基づく教

育に従事してはならない。 

 

１３ 附則第９項から前項までの規定により第５条

第３項の表備考第１項に規定する者を小学校教諭

等免許状所持者、市長が保育教諭と同等の知識及

１１ 前２項の規定により第５条第３項の表備考第

１項に規定する者を小学校教諭等免許状所持者又

は市長が保育教諭と同等の知識及び経験を有する



 

び経験を有すると認める者又は看護師等をもって

代える場合においては、当該小学校教諭等免許状

所持者、市長が保育教諭と同等の知識及び経験を

有すると認める者並びに看護師等の総数は、同項

の規定により置かなければならない職員の数の３

分の１を超えてはならない。 

と認める者をもって代える場合においては、当該

小学校教諭等免許状所持者並びに市長が保育教諭

と同等の知識及び経験を有すると認める者の総数

は、同項の規定により置かなければならない職員

の数の３分の１を超えてはならない。 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、公布の

日から施行する。 

 （自動車を運行する場合の所在の確認に係る経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後のさいたま市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こ

ども園及び地方裁量型認定こども園の認定の要件を定める条例第１３条の２第２項

の適用については、認定こども園において園児の通園を目的とした自動車を運行す

る場合であって、当該自動車に同項に規定するブザーその他の車内の園児の見落と

しを防止する装置（以下「ブザー等」という。）を備えることにつき困難な事情が

あるときは、令和６年３月３１日までの間、当該自動車にブザー等を備えないこと

ができる。この場合において、園児の通園を目的とした自動車を運行する認定こど

も園は、ブザー等の設置及び使用に代わる措置を講じて園児の所在の確認を行わな

ければならない。 

 


